
1 

内閣府政策統括官（経済安全保障担当）御中

令和６年度経済安全保障上の共同研究におけるパートナー

シップ等から生じるリスク活動領域の特定に必要なオープ

ンソース・デュー・ディリジェンスに係る調査研究

成果報告書

令和 7 年 3 月 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所



2 
 

目次 

1. エグゼクティブサマリ（要約） ........................................................................................ 3 

2. 調査の背景・目的 .............................................................................................................. 5 

3. 調査方針 ............................................................................................................................ 6 

3.1 調査の全体像 ................................................................................................................ 6 
3.2 実証に向けた調査・整理 ............................................................................................. 7 

3.2.1 OSDD 手法の調査・整理 .............................................................................................. 7 
3.2.2 データベース・検索ツールの調査・整理 .................................................................... 7 
3.2.3 情報漏洩事案の調査・整理 .......................................................................................... 8 

3.3 実証方法の具体化 ........................................................................................................ 9 
3.3.1 評価項目の検討 ............................................................................................................ 9 
3.3.2 検証パターンの検討 ..................................................................................................... 9 
3.3.3 実施要領の検討 ............................................................................................................ 9 
3.3.4 評価・分析要領の検討 ................................................................................................. 9 

4. 実証に向けた調査・整理 ................................................................................................. 10 

4.1 OSDD 手法の調査・整理 ............................................................................................ 10 
4.2 データベース・検索ツールの調査・整理 .................................................................. 15 
4.3 情報漏洩事案の調査・整理 ........................................................................................ 15 

5. 実証方法の具体化 ............................................................................................................ 16 

5.1 評価項目の検討 .......................................................................................................... 16 
5.2 検証パターンの検討 ................................................................................................... 19 
5.3 実施要領 ..................................................................................................................... 20 
5.4 評価・分析要領 .......................................................................................................... 22 

6. 検証結果 .......................................................................................................................... 24 

7. 評価・分析 ....................................................................................................................... 32 

7.1 机上検証結果の評価 ................................................................................................... 32 
7.1.1 検索性の評価 ............................................................................................................. 32 
7.1.2 操作性の評価 ............................................................................................................. 34 

8. 日本における OSDD の実現に係る示唆 ......................................................................... 37 

9. Appendix：データベース・検索ツールリスト ............................................................... 39 

 



3 
 

1.  エグゼクティブサマリ（要約） 

本事業では、日本におけるオープンソース・デュー・ディリジェンス（以下、OSDD）の

実現による研究セキュリティ・インテグリティの確保に向けて、同志国等の採用している手

法、データベース・検索ツール等を調査・整理を行い、その結果をもって実際に過去の情報

漏洩事案を対象とした OSDD 実証を実施し、その効果・有用性及び実現可能性等の検証を

実施する。 
まず、OSDD の手法及びそこで参照されているデータベース・検索ツール及び実証での

OSDD の対象となる過去の情報漏洩事案の調査・整理を行った。その結果、各国で示して

いる OSDD の手法それ自体は、研究者にとってリスクとなる事項やリスクを検知するため

にどのような公開情報を検索・収集すべきかの考え方を示すものであったことから、主にデ

ータベース・検索ツールの検索性及び操作性をもって OSDD の成否を検証することとした。 
次いで、調査・整理結果を基に検索性・操作性に係る具体的な評価基準、及び実証の実施・

記録の要領について検討を実施した。 
 
上記の検討を基に、過去の情報漏洩事案 5 件及び各事案においてリスク検知に必要な情

報と、選定したデータベース・検索ツールとの組み合わせで検証パターンを構成し、実証を

実施した結果、検索性・操作性について以下のような結果が得られた。 
 
【検索性】 
事案①～⑤の検証を通じて、一切リスク検知に必要な情報を得ることができなかった事

案はなく、各事案において「事案発生当時の関係者が感知していたならば、情報漏洩や利益

相反の生起を防ぐことができたであろう情報」は検索によって一定程度確認できていると

評価した。 
全事案を通じた集計結果では、IEEE Explore、Google Scholar、Scopus、The Lens、

Dimensions、Espacenet、Patent Scope がリスク検知に必要な情報を確認することができ、

その他のデータベース検索ツールはリスク検知に必要な情報を確認することはできなかっ

た。中でも、The Lens、Dimensions、Espacenet、Patent Scope は、高い検索性の評価

点を示していることが確認できた。 
事案①～⑤の検証を通じて、リスク検知に必要な情報のうち勤務先・所属歴及び共同研究

先については全事案でその両方もしくはいずれかを確認することができたが、資金提供先・

助成金の授与に関するリスク検知に必要な情報は、全事案において確認することができな

かった。 
【操作性】 
各事案を人員 1 名で実施した結果、全データベース・検索ツールを通じた所要時間合計

は 2h～3h を超える場合があり、事前に設定した評価基準では「不可」に相当することがあ

った（事案①、②、③、④）。 
他方、上記の結果にはリスク検知に必要な情報を得られなかったデータベース・検索ツー

ル（Open Corporate、Corpsearch、Overseas registries、Google patent 等）も含まれてお

り、それらを除外した場合、所要時間合計は 1h～2h のケースが多く、「良」もしくは「可」

に相当することが確認できた（事案①、②、④）。 
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この結果から、使用するデータベース・検索ツールを検索可能性の高いものに限定するこ

とで、共同研究契約やパートナーシップ締結の際に研究者個人が専らの業務の傍らで実施

する、もしくは管理部門やリスク管理関係部署の人員が実施する等も可能であると評価し

た。 
 
前記の実施結果に加え、本事業で扱った OSDD が研究開発の現場でも適用可能なもので

あるか所感を伺うともに、OSDD に類するリスク管理措置実施の現状を把握するため、国

立研究開発法人に対してヒアリングを実施した。 
検証結果及びヒアリング内容を総合してリスク検知に必要な情報の入手可能性とリソー

スの観点から、日本において今後 OSDD を実現するにあたっての課題や方向性、及び取り

得るネクストアクションについて整理した結果、研究セキュリティ・インテグリティ上のリ

スクや外国の不当な干渉、利益相反・責務相反に起因する情報漏洩について理解を促すため

のガイダンスや、検索可能性の高いデータベース・検索ツールのリスト、OSDD の実施要

領と考え方を示すガイダンス、トレーニング教材の整備といった施策が必要となることが

確認できた。 
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2.  調査の背景・目的 

近年の G7 及び同志国等における研究セキュリティ・インテグリティに係る動向や国内

の技術流出事案等を踏まえた「経済安全保障法制に関する有識者会議」における議論の結果、

オープンで自由な研究環境を確保し、同志国等と対等な立場で国際共同研究を実施する為

に必要なセキュリティ対策として、デュー・ディリジェンスの必要性が取り纏められた。 

このような背景を踏まえ、本事業では、日本におけるオープンソース・デュー・ディリジ

ェンス 1（OSDD）の実現による研究セキュリティ・インテグリティの確保に向けて、同志国

等の採用している OSDD手法、データベース・検索ツール等を調査のうえ、実際に過去の情

報漏洩事案を対象とした OSDD を実施し、その効果・有用性及び実現可能性等を検証する。 

 

 
1 本事業では、「政府による研究開発への資金提供支援時や、研究機関・研究者によるパートナーシップ

の締結時等に、公開情報の確認を行う等により、当該機関・研究者の自律性を脅かす可能性のある構造

や態勢、外国政府・軍隊・治安機関等との関係、透明性の欠如等のリスクを分析する取り組み」と定義

する 



6 
 

3.  調査方針 

3.1  調査の全体像 

2 項で示した目的を達成するために、本業務においては、まず同志国等の採用している

OSDD 手法、データベース・検索ツール、及び実証の対象となる過去の情報漏洩事案等を

調査・整理のうえ、OSDD の効果・有用性及び実現可能性を検証するための実証方法の具

体化を行う。 
その後、具体化した実証方法に基づき、実際に過去の情報漏洩事案を対象とした OSDD

を実施し、その結果を記録する。最終的には、検証結果を分析するとともに大学等研究機関

における OSDD の実態等を把握するためのヒアリング調査を併せて実施することによって

評価・分析を行い日本における OSDD の実施に係る示唆・ネクストアクションの導出まで

を行う（図 3.1-1）。 
 

 
図 3.1-1 本調査の全体像 
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3.2  実証に向けた調査・整理 

実証方法を具体化するにあたり、まず①OSDD 手法、②データベース・検索ツール、③

情報漏洩事案の 3 項目について事前の調査・整理を実施する。以下に各項目の調査・整理の

方針及び実施要領を記載する。 

3.2.1   OSDD 手法の調査・整理 

（1）実施方針 

OSDD 手法の調査・整理にあたっては、日本の同志国等において策定されている OSDD
に関するガイドライン等で示されている内容から、OSDD 手法の共通的な全体像や各国の

手法に差異があるのか、また手法は OSDD の成否に影響を及ぼすのかについて調査・整理

を実施する。 

（2）実施方法 

本項目については、内閣府事業「令和６年度経済安全保障に関する国内外の研究開発動向

等に係る調査研究 2（以下、「別事業」）」における調査結果をもって調査・整理を実施するた

め、本報告書では実施方法は記載せず、調査・整理結果のみ 4.1 項に記載する。 

3.2.2   データベース・検索ツールの調査・整理 

（1）実施方針 

データベース・検索ツールの調査・整理にあたっては、まず前項の OSDD 手法において

各国で参照されている OSDD 実施者が公開情報を検索するためのデータベース・検索ツー

ルをリストアップする。ついでそれぞれの有償・無償の別や、それぞれの機能、特性を把握

することで実証において使用するデータベース・検索ツールを決定する。 

（2）実施方法 

まず、3.2.1 項で調査した各国の OSDD 手法において参照されているデータベース・検索

ツールをリストアップし、ロングリストを作成する。 
ロングリストにおいては、各データベースの概要を把握し、整理・比較するため、以下の

項目を調査する。 
 
① 名称 
② データベースの区分（学術記録、企業記録、知的財産、制裁リスト、裁判・法的記録 等） 
③ 機能概要 
④ 有償・無償の別 

 
2 本事業は、「令和６年度経済安全保障に関する国内外の研究開発動向等に係る調査研究」と調査内容に

関連性があるため、調査結果を活用して実施する。2 事業の内容分担については本報告書の当該箇所に

適宜記載している。 
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⑤ 地域的カバレッジ 
⑥ 時期的カバレッジ 
⑦ 入力する項目 
⑧ 出力される項目 
⑨ データセット数 
 
その後、対象とする情報漏洩事案において知るべき情報の種類や、OSDD 手法における

データベース・検索ツールの位置づけ、データベース・検索ツールが OSDD の成否に及ぼ

す影響などを考慮のうえ、実証で使用するものをショートリストとして絞り込む。 
絞り込みの際、輸出規制や制裁のエンティティ・リストなど検索可能性の検証余地に乏し

いものより、研究者・機関の情報を得ることが可能な学術記録のデータベース・検索ツール

を優先する。 

3.2.3   情報漏洩事案の調査・整理 

（1）実施方針 

実証の前提条件（対象とする人物・機関、情報等）を設定するために、日本及び同志国等

の近年の情報漏洩事案を調査し、リストアップする。 
 

（2）実施方法 

ニュースサイト、公判記録等の公開情報から、日本及び同志国等の近年の情報漏洩事案を

調査し、ロングリストとしてリストアップする。 
対象とする事案については、研究セキュリティ・インテグリティの確保に向けて各国にお

いて研究機関の内部者や外部とのパートナーシップを通じて発生する情報漏洩リスクへの

対策が講じられていることを踏まえ、以下の通り定義する。 
 
（対象とする情報漏洩事案の定義） 

 日本及び調査対象国で 2020 年以降、国立研究機関、大学、民間研究所等において、機関

内の人員を通じて発生した技術情報等の漏洩事案（未遂及びリスクの発覚含む） 

 ハッキングやランサムウェアによる被害ではなく、利益相反・責務相反、汚職や賄賂、

外国からの圧力などによって「人」を通じて発生した情報漏洩を対象とする 
 
なお、情報漏洩事案についても別事業において調査しているが、当該事業では①発生時期、

②情報漏洩者の氏名・国籍・所属、③漏洩先・漏洩手段の類型・具体的手段③事案の概要・

なぜ起きたか、④事案の及ぼした影響を調査し、本事業では実証の対象となり得る事案を絞

り込んだうえで、リスク検知に必要な情報（何を知っていれば情報漏洩を防ぎえたか）の調

査までを実施する。 
その後、ロングリストから事案の経緯や漏洩者個人に関する詳細な情報を得ることがで

きる事案を実証の対象として、5 件程度までショートリストとして絞り込む。  
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3.3  実証方法の具体化 

前項の調査・整理結果を基に、①評価項目、②検証パターン、③実施要領、④評価・分析

要領の検討を行い、実証方法を具体化する。 
 

3.3.1   評価項目の検討 

調査・整理結果を基に、どのような指標の達成をもって OSDD の成否を評価すべきかに

ついて、「OSDD の構成要素のうち何が OSDD の成否に影響を与えるのか」という観点か

ら検討を実施する。 
この際、OSDD の成功を「リスク検知に必要な情報を得ることができ、かつそれを一般

的な大学等研究機関のリソースで実行できること」として定義し、また OSDD の構成要素

を①手法、②データベース・検索ツール、③OSDD 実施者（人）、④OSDD の対象（事案）

として定義する。 
 

3.3.2   検証パターンの検討 

調査・整理結果を基に、3.3.1 において設定した評価項目を検証するための試行パターン

として考え得る OSDD 実証の構成要素（OSDD の構成要素に同じ）の有意な組み合わせに

ついて洗い出し・検討を実施する。 

3.3.3   実施要領の検討 

3.3.1、3.3.2 で検討した評価項目・検証パターンを基に、実施者、公開情報検索の実施・

結果の記録要領、試行回数といった具体的な実施要領を決定する。 

3.3.4   評価・分析要領の検討 

（1）机上検証結果の評価・分析 

各検証パターンの結果から、まず OSDD の成否を評価するとともに、データベースの検

索性・操作性、事案等の要素から比較を行うことによって、成否に大きな影響を与える要素

は何か、最も OSDD を確実に実施できるデータベース・検索ツールの組み合わせは何かと

いった観点から分析を実施する。 

（2）ヒアリング調査 

上記机上検証結果の評価・分析に加えて、日本の研究機関において実施されている OSDD
に類するリスク管理措置の実施状況の把握、及び本実証で実施した OSDD が研究機関にお

いて実施可能か把握することを目的としてヒアリング調査を行う。 
ヒアリングの対象としては国立研究開発法人を主な対象とし、机上調査によって海外と

の共同研究や研究セキュリティ・インテグリティを確保するためのリスク管理措置を積極

的に行っていることが確認できる機関を選定する。 
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し て い る （ Conducting Open Source Due Diligence for Safeguarding Research 
Partnerships）。 

 
③については、開示を受けた情報や収集した公開情報に基づいてリスクを評価し、意思

決定を行う段階である。意思決定の内容は OSDD の実施者によって異なり、例えば資金提

供機関が資金提供プログラムに応募してきた研究開発実施主体のリスクを評価した結果行

われる意思決定は、資金提供の可否判断やリスク軽減策を応募者と協議することなどが挙

げられる。 
リスク評価の尺度についても、「収集した情報を基に関係者で話し合い総合的に評価・

判断する」といった粒度で示されているガイドラインもあれば、米国の CFIP のようにあ

る程度要因別のリスクレベルの指標を定めている場合などがある（図 4.1-1）。 
 

 

 
図 4.1-1 CFIP におけるリスク要因ごとのリスクレベルの指標 

（2）各国の OSDD 手法の差異 

各国の手法の差異としては、示している OSDD の実施プロセスの粒度や、デュー・ディ

リジェンスの対象範囲が挙げられる。 
実施プロセスでは、①目的や対象、確認観点のみを示しているもの、②大まかなプロセス

を示しているもの、③具体的な作業手順まで示しているもの に大別でき、調査した範囲で

は、カナダの NSGRP における Conducting Open Source Due Diligence for Safeguarding 
Research Partnerships が最も詳細に作業手順を示している（図 4.1-2）。 
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図 4.1-2 各国のデュー・ディリジェンス実施者に示しているプロセスの比較 

 
デュー・ディリジェンスの対象範囲では、カナダ、豪州、英国はパートナー機関を対象と

しているが、研究活動自体を対象としたもの、自組織の職員を対象とした情報開示要求も含

め「デュー・ディリジェンス」と呼称している場合があるなど、取り組みやガイドラインに

よって差異が見られた（表 4.1-3）。 
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5.  実証方法の具体化 

5.1  評価項目の検討 

（1）評価項目とする要素の検討 

4 項の調査・整理結果を基に、OSDD の構成要素として 3 項で定義した手法、データベ

ース・検索ツール、実施者（人）、事案（情報漏洩事案）のうち、実施者側（リスクを検知

する側）の要素である手法、データベース・検索ツール、実施者（人）ごとに検討を行った。 
手法については前期の通り今回の実証で対象とするような公開情報を検索する詳細な手

順を示すものではなく、検知すべきリスクとは何か、リスク検知のためにどのような情報を

探すべきか、といった考え方について実施者に示していることから、今回は検証の対象とは

しないこととした。 
データベース・検索ツールについては、データベースの検索性（どのような情報の量・粒

度が得られるか）や操作性（使用のしやすさ、所要時間への影響）はリスク検知に必要な情

報を得ることができるか否か、及び一般的な実施者で実施可能か否かに直接作用し、OSDD
の成否に影響を及ぼすことが想定されるため、検証における評価項目とした。 
実施者については、実施者の知識・経験によって、より効率的に OSDD を実施し得るこ

とは想定されるが、より知識・経験のある実施者が良い結果を出すと想定されるため、今回

は検証の対象とはしないこととした。 
 
上記のような理由から、本実証においては主にデータベース・検索ツールの検索性、操作

性をもって OSDD の成否を検証することとした。 
 

（2）具体的評価基準の検討 

具体的な評価指標としては、まず前記のデータベース・検索ツールの検索性及び操作性に

ついて、定量的な基準を設定のうえ重み付けを行うこととした。 
 

1）検索性 

検索性の評価基準については、まず対象とする 5 事案でリスク検知に必要な情報を勤務

先・所属歴、共同研究先、資金提供・助成金の授与に類型化した（表 5.1-1）。 
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後述する。 

5.2  検証パターンの検討 

検証パターンの検討にあたっては、Appendix で整理したデータベース・検索ツールの中

から、リスク検知に必要な情報を得ることができる可能性のあるデータベース・検索ツール

について星取表の形で整理した（表 5.2-1）。 
この際、輸出規制や制裁のエンティティ・リストなど検索性の検証余地に乏しいもの、及

び一部自治体など限られた範囲を対象としたものについては除外した。 
 
表 5.2-1 リスク検知に必要な情報を得られる可能性のあるデータベース・検索ツール 

 
 
次いで、対象とする各事案とリスク検知に必要な情報、及びそれが得ることのできる可能

性のあるデータベース・検索ツールの組み合わせを検証パターンとして設定することとし

た（図 5.2-1）。 
 

 
図 5.2-1 検証パターンの設定イメージ 
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5.3  実施要領 

上記の評価項目、検証パターンに基づき、実際に各データベース・検索ツールをもって検

索を行った結果を記録することとした。記録フォーマットのイメージについては表 5.3-1 の

通り。また、フォーマット以外に各データベース・検索ツールの情報の紐づき方（共著者か

らの遷移等）や名寄せのされ方は個別に検証を行う。 
実施者は本事業に従事する NTT データ経営研究所の社員をもって行うこととした。 
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5.4  評価・分析要領 

（1）机上検証結果の評価 

前記の実施結果の記録を各データベース・検索ツール、情報の類型、評価項目ごとに比較

することによって、データベースごとの得意・不得意とする情報の類型や検索性・操作性の

特性、リスク検知が可能なデータベース・検索ツールの組み合わせといった観点から分析を

実施し、最終的に結果を総合して OSDD の実現可能性について評価する。 
 

（2）ヒアリング調査 

机上での検証結果と併せて、本事業で扱った OSDD が研究開発の現場でも適用可能なも

のであるか所感を伺うともに、OSDD に類するリスク管理措置実施の現状を把握するため、

国立研究開発法人に対してヒアリングを実施する。 
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Dimensions、Espacenet、Patent Scope がリスク検知に必要な情報を確認することができ、

その他のデータベース検索ツールはリスク検知に必要な情報を確認することはできなかっ

た。 
中でも、The Lens、Dimensions、Espacenet、Patent Scope は、高い検索性の評価点を

示していることが確認できた（表 6-6）。 
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2）操作性の集計結果 

全事案を実施した結果、全データベース・検索ツールを通じた所要時間合計は 2h～3h を

超える場合があり、事前に設定した評価基準では「不可」に相当した。 
他方、リスク検知に必要な情報を得られなかったデータベース・検索ツールを除外した場

合、所要時間合計は 1h～2h のケースが多く、「良」もしくは「可」に相当することが確認

できた（表 6-7）。 
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7.  評価・分析 

7.1  机上検証結果の評価 

7.1.1   検索性の評価 

 リスク検知の可否 
事案①～⑤の検証を通じて、一切リスク検知に必要な情報を得ることができなかった事

案はなく、各事案において「事案発生当時の関係者が感知していたならば、情報漏洩や利益

相反の生起を防ぐことができたであろう情報」は検索によって一定程度確認できていると

思料される。 
例えば、事案①において情報漏洩の行為者である人物は、勤務先機関に対して外国企業の

役員を兼務していることを隠し、当該企業に研究データを漏洩させたとされているが、The 
Lens 及び Espacenet での検索結果にあるように、「外国企業の特許申請に発明者として名

を連ねている事実」が関係者によって事前に検知できていたと仮定した場合、勤務先機関が

何らかの予防措置を講じることができた可能性はあると思料される。 
 
【事案①において The Lens、Espacenet で得られた情報】 
The Lens 
2014 年出願の複数の特許において、申請者は民間企業 B 社であり、発明者に対象者名を連ね

ているため所属関係にあることが確認できる 
 

Espacenet 
2004 年～2023 年にかけて、民間企業 B 社、E 大学等複数の特許の申請機関の発明者として

対象者の名前が確認できる 
 
 データベース・検索ツールの検索性 
全事案を通じた集計結果では、IEEE Explore、Google Scholar、Scopus、The Lens、

Dimensions、Espacenet、Patent Scope がリスク検知に必要な情報を確認することができ、

その他のデータベース検索ツールはリスク検知に必要な情報を確認することはできなかっ

た。中でも、The Lens、Dimensions、Espacenet、Patent Scope は、高い検索性の評価

点を示していることが確認できた 
この理由について、The Lens、Dimensions、Scopus 等については、研究者や著作物を一

意に識別するための識別子である ORCID と紐づいていることや、Espacenet、Patent 
Scope については基本的に自発的な出願・登録・公開が行われるものである特許情報と紐づ

いていることから、検索対象がヒットする可能性が高いものと考えられる。 
特に特許情報については、単独の出願機関の特許情報に発明者としての記載があった場

合、なんらかの所属関係にあることが確認できるほか、出願機関が複数に跨っていた場合は

共同研究先としての可能性を検知することができたことから、評価点が高いものと思料さ

れる。 
上記の理由から、OSDD の実施にあたっては、単純な利用者・データセット数や登録情

報項目などに加えて、データベース・検索ツールと紐づく識別子等のメタデータや外部の大
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そのため、OSDD によるリスク検知と併せて、自組織の研究者や共同研究先メンバー等

からの資金提供・助成金の授与に関する開示情報を活用することによって、OSDD を補完

することが望ましいと思料される。 
 

7.1.2   操作性の評価 

 所要時間・人員 
各事案を人員 1 名で実施した結果、全データベース・検索ツールを通じた所要時間合計

は 2h～3h を超える場合があり、事前に設定した評価基準では「不可」に相当することがあ

った（事案①、②、③、④）。 
他方、上記の結果にはリスク検知に必要な情報を得られなかったデータベース・検索ツ

ール（Open Corporate、Corpsearch、Overseas registries、Google patent 等）も含まれて

おり、それらを除外した場合、所要時間合計は 1h～2h のケースが多く、「良」もしくは

「可」に相当することが確認できた（事案①、②、④）。 
この結果から、使用するデータベース・検索ツールを検索可能性の高いものに限定するこ

とで、共同研究契約やパートナーシップ締結の際に研究者個人が専らの業務の傍らで実施

する、もしくは管理部門やリスク管理関係部署の人員が実施する等も可能であると思料さ

れる。 
 
 データベース・検索ツールの UI・UX 
 共著者・共同研究者の紐づき 
本実証で設定したリスク検知に必要な情報を確認するには、対象者のプロフィールペー

ジでの所属先機関や、論文・特許における共著者・共同発明者、論文の謝辞などにおける資

金提供元名などを確認する必要があった。 
今回検証に用いたデータベース・検索ツールの大半では、共著者・共同発明者、資金提供

元に関する情報を確認するには、検索結果の一覧から個別の論文・特許ページへ遷移し、一

つ一つを確認することが必要であったが、The Lens 及び Dimensions については下記のよ

うなインターフェースを有していることから、他のデータベース・検索ツールに比して効率

的に共著者・共同発明者を確認することが可能であった。 
 
The Lens については「Patents」もしくは「Scholarly Works」を検索時に選択すること

で特許及び学術活動に関する検索が可能であり、検索結果一覧画面における「Analysis」欄

において、検索結果の論文・特許に関連する機関・研究者や、その所属国を確認することが

可能であった（図 7.1-1、図 7.1-2）。 
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図 7.1-1 The Lens の Analysis における論文・特許に関連する機関リストの表示 

 

 
図 7.1-2  The Lens の Analysis における論文・特許に関連する機関の所属国 
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Dimensions については、検索結果の「Analytical View」を活用することによって、検索

対象者を中心として共著や引用関係にある研究者のクラスター分析した図を確認すること

ができ、またクラスタリングした円の大きさや色で何を可視化するか選択することで、対象

者と共著・引用関係にあった研究者の中で比較的古い年代の者、新しい年代の者などを識別

するなどの確認方法が実行できる。 
 
 名寄せのされ方 
実証において、対象とする人物を確認するには、ファーストネーム・ファミリーネームの

順序を入れ替えても同じ結果が得られるか、及び同姓同名の別人物の可能性を排除できる

かについて考慮する必要があった。 
今回実証で使用したデータベース・検索ツールのうち、大半はファーストネーム・ファミ

リーネームを入れ替えても同じ検索結果が得られることが確認できたが、Scopus では同じ

検索結果が得られなかったため、検索の際留意する必要がある。 
また、IEEE Explore については、Advanced Search モードでメタデータの種別及び検索

キーワードを AND／OR／NOT 条件で自由に追加できるため、「Author」や「All Metadata」
を選択してファーストネーム、ファミリーネームを AND 検索することでファーストネー

ム・ファミリーネームの順序パターンを網羅できる点で有用であった（図 7.1-3）。 
 

 
図 7.1-3 IEEE Explore における検索条件の追加 

 
同姓同名の別人物への対処にあたっては、Web of Science、Scopus、The Lens、

Dimensions など ORCID とプロフィールが紐づいている場合は ORCID によって一意に対

象者を識別することが可能だが、ORCID が紐づけられていない場合は所属組織、専門分野

等から判別することが必要と思料される。 
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8.  日本における OSDD の実現に係る示唆 

示唆の導出にあたっては、7 項の結果を総合して、リスク検知に必要な情報の入手可能性

とリソースの観点から、日本において今後 OSDD を実現するにあたっての課題や方向性、

及び取り得るネクストアクションについて整理することとした（図 8-1）。 
なお、検討に際しては別事業の調査結果についても参考情報として参照した。 
 

 
図 8-1 示唆の導出イメージ 

 

（1）リスク検知に必要な情報の入手可能性 

7.1.1 項に記載のとおり、机上検証では各事案において「事案発生当時の関係者が感知し

ていたならば、情報漏洩や利益相反の生起を防ぐことができたであろう情報」は検索によっ

て一定程度確認できていることから、OSDD は研究セキュリティ・インテグリティ上のリ

スクを検知する手段として有効であるものと評価した。 
他方、資金提供・助成金の授与に係る情報など、無償のデータベースでは検知が難しい情

報の種別や、入手困難な情報も存在すると想定されることから、共同研究参加者に対する情

報開示の要求などの手段を併せて実行することや、ヒアリングにおいてもコストの観点か

ら無償の情報源に頼っている状況が確認されたことから、可能であれば有償のデータベー

スや調査サービスの利用に係る支援を研究現場が得られることが望ましいと思料される。 
 
また、本事業の検証では「過去に生起した情報漏洩事案で検知すべきであった情報」を対

象として検索を行っているが、実際の研究現場ではそもそもリスクとは何か・リスクを検知

するためにどのような情報が必要であるかを OSDD の実施者自身が理解している必要があ

るため、研究セキュリティ・インテグリティ上のリスクや外国の不当な干渉、利益相反・責

務相反に起因する情報漏洩について理解を促すとともに研究現場で OSDD の重要性を浸透

させるための政府ガイダンス等の整備が必要になると思料される。 
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（2）リソース 

1）所要時間・人員 

7.1.2 項に記載のとおり、机上検証では使用するデータベース・検索ツールを検索可能性

の高いものに限定することで、概ね 1 事案あたり 1 時間半～2 時間程度で実施することが

でき、共同研究契約やパートナーシップ締結の際に研究者個人が専らの業務の傍らで実施

する、もしくは管理部門やリスク管理関係部署の人員が実施する等も可能であると評価し

た。 
しかしヒアリングにおいては、管理部門が集約的に実施することは難しいという意見や、

研究者個人も多忙である事が多く、リソースには余裕がないなどのコメントが検証結果に

対して寄せられることがあった。 
そのため、研究者個人及び管理部門のリソースへの負担を低減しつつ OSDD を実施する

ためには、検索可能性の高いデータベース検索ツールのリストや、OSDD の実施要領と考

え方を示すガイダンス資料、トレーニング教材の整備といった施策によって導入時の負担

軽減が必要になると資料される。 

2）実施者の能力 

本事業では、研究セキュリティ・インテグリティ上のリスク検知や、データベース・検索

ツールを使った情報収集に特別な知見やスキルを有するわけではない人員によって検証を

行ったため、一般的な国立研究開発法人や大学の職員・研究者をもって実施しても同様の結

果の再現可能性はあると思料される。 
他方、ヒアリングでは OSDD に類するリスク管理策の実施にあたっては、その手順や考

え方が標準化されていない状況であることや、最終的には収集された情報をもとに上位役

職者による意思決定をもってリスクレベルを判断していることが確認できた。 
そのため、前述のガイダンス資料やトレーニング教材、検索可能性の高いデータベース検

索ツールのリストといった支援施策については、時間・人員的なリソースの負担軽減の観点

及び実施者の能力を補完する観点からも有効であると思料される。 
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9.  Appendix：データベース・検索ツールリスト 


